
Ⅴ 保健事業
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１ 保健事業実施計画（２期計画）の概要

(1) 計画の趣旨

近年、健康診査の結果や診療報酬明細書等の電子化の進展、国保データ

ベースシステム等の整備により、健康や医療に関する情報を活用して被保

険者の健康課題の分析や保健事業の評価等を行うための基盤整備が進んで

います。  

保健事業実施計画（２期計画）は、健康・医療情報等を活用しながらＰ

ＤＣＡサイクルに沿って効果的、効率的に保健事業を実施することにより、

高齢者の健康の保持増進、生活の質の維持向上を図るとともに、医療費の

適正化等を通じて、後期高齢者医療制度の持続的な安定運営を目指し策定

しています。  

 (2) 計画の位置づけ

 「 21 世紀における第２次国民健康づくり運動（健康日本 21（第２次））」

に示された基本方針を踏まえるとともに、栃木県健康増進計画「とちぎ健

康 21 プラン（２期計画）」、「栃木県医療費適正化計画（３期計画）」、栃木

県高齢者支援計画「はつらつプラン 21（７期計画）」及び市町で策定して

いる健康増進計画等との調和を図り策定しています。  

(3) 計画期間

平成 30（ 2018）年度から令和５（ 2023）年度までの６か年としています。

(4) 計画の中間評価・見直し  

計画の中間年に当たる令和２年度において、各保健事業の目標達成状況

や取組成果を検証し、中間評価を行った上で見直しを行いました。  

また、広域連合が高齢者保健事業を行うに当たっては、市町が実施する

国民健康保険事業及び地域支援事業と一体的に実施するものとする国の新

たな指針を踏まえ、高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施につい

て計画に反映しました。  

《健康課題等と目的・目標の設定》

 保健事業実施計画では、現状分析から健康課題等をまとめ、目的を設定

して施策の整理を行っています。目的を達成するための施策として６つの

項目を掲げ、それぞれに目標（成果指標）を設定し、その進捗状況を評価

することで、保健事業の具体的な実施内容の検討等に活用しています。  
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《施策及び健康課題等》

健康課題等を①～⑬にまとめ、これらを (1)～ (6)の施策に整理し、目的であ

る「健康寿命の延伸と後期高齢者医療制度の安定運営」の達成に取り組んでい

ます。

 

 

 

 

 

※ カ ッ コ 内 は 目 標

（６）高齢者の特性を踏まえたきめ細かな支援の実施

⑬ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施の推進（実施市町数の増加）

(1) 生活習慣病重症化予防対策の推進
①慢性腎不全患者数の減少
（人工透析導入者出現率の減少）
②脳梗塞患者数の減少
（脳梗塞年齢調整死亡率の減少）
③循環器疾患による死亡率の減少
（心疾患年齢調整死亡率の減少）

(2) フレイル対策の推進
④骨折患者数の抑制
（骨折入院医療費構成比の抑制）
⑤肺炎患者数の減少
（肺炎入院医療費構成比の減少）
（肺炎年齢調整死亡率の減少）
⑥筋骨疾患による要介護（要支援）者数の抑制
（要介護者の筋骨疾患割合の抑制）

(3) 健康診査の実施
⑦健康診査受診率の向上
（受診率の向上）
⑧歯科健康診査実施市町

数の増加
（実施市町数の増加） 

(4) 医療費適正化の推進
⑨重複・頻回受診者への訪問指導

による改善割合の増加
（改善割合の増加） 

⑩重複・多剤服薬者への対応の推進
（事業の推進）

⑪ジェネリック医薬品の使用促進
（使用率の増加）

(5)市町・被保険者の主体
的な取組への支援

⑫被保険者の主体的な健
康づくりの機会拡大

(複 数 事 業 実 施 市 町 数
の増加) 

【目的】 
健康寿命の延伸と 

後期高齢者医療制度の安定運営
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２ 生活習慣病重症化予防事業

(1) 目的

健康診査の結果及びレセプトデータから、生活習慣病が重症化するリス

クが高いにもかかわらず医療機関未受診である者に対し、生活習慣病の重

症化を予防するため、受診勧奨等を実施し当該被保険者の生活の質の維持

及び向上を図るとともに、医療費の適正化に資することを目的とします。

(2) 対象者選定基準  

健康診査の結果が次のいずれかに該当する医療機関未受診者

・空腹時血糖 140mg/dL（随時血糖 140mg/dL）以上又は HbA1c7.4％以上

・尿蛋白（＋）以上（糖尿病がある場合は（±）以上）

又は eGFR45mL/分 /1.73 ㎡未満

・収縮期血圧 160mmHg 以上又は拡張期血圧 100mmHg 以上

・ LDL180mg/dL 以上又は中性脂肪 500mg/dL 以上

・ GOT101IU/L 以上又は GPT301IU/L 以上又はγ -GTP301IU/L 以上

・血色素が男性 10.1g/dL 未満、女性 9.1g/dL 未満

・尿酸が 9.0mg/dL 以上

・上記に該当する者のほか広域連合と市町が協議して必要と認めた被保

険者

(3) 実施結果

令和５年度は、アンケートを含む文書による受診勧奨を実施するととも

に、勧奨後に医療機関を未受診の者に対して再勧奨を実施しました。  

なお、アンケート未返信者で、医療機関未受診かつ腎機能の低下が心配

される者については、情報提供による市町連携を図りました。  

実施人数 受診者数 受診率
市町連携人数

フレイル 腎機能低下等

受診勧奨 104 人 51 人 49.0％ ０人 14 人

３ 糖尿病重症化予防事業

(1) 目的

 栃木県糖尿病重症化予防プログラムに基づき、糖尿病未治療者や治療中

断者に対し、糖尿病発症や重症化、人工透析への移行を予防するため、受

診勧奨等を実施し、当該被保険者の生活の質の維持及び向上を図るととも

に、医療費の適正化に資することを目的とします。  
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(2) 対象者選定基準

栃木県糖尿病重症化予防プログラムに定める未治療者及び治療中断者

① 未治療者

次のいずれかの基準に該当するものの、最近１年間にレセプトにおけ

る糖尿病受療歴がない者

・糖尿病重症化予防段階（健診データにて空腹時血糖 126mg/dL（随時血

200mg/dL）以上又は HbA1c6.5％以上）

・糖尿病性腎症重症化予防段階（上記基準に加え、尿蛋白 (±)以上又は

血清クレアチニン検査を行っている場合、eGFR60ml/分 / 1.73 ㎡未満） 

② 治療中断者

次のいずれかの基準に該当するものの、最近１年間に健診受診歴やレ

セプトにおける糖尿病受療歴がない者

・過去に糖尿病治療歴がある者

・ 過 去 ３ 年 間 程 度 の 健 診 デ ー タ に て 空 腹 時 血 糖 126mg/dL（ 随 時 血 糖

200mg/dL）以上若しくは HbA1c6.5％以上が確認されている者

③ 上記に該当する者のほか広域連合と市町が協議して必要と認めた被

保険者

(3) 実施結果

 令和５年度は、アンケートを含む文書による受診勧奨を実施するととも

に、勧奨後に医療機関を未受診の者に対して再勧奨を実施しました。  

また、再勧奨後においても医療機関を未受診である者に対しては、訪問

又は電話による面談を実施しました。  

 なお、アンケートの結果からフレイルの心配がある者や、治療中断者で

過去５年間の服薬歴がある者については、情報提供による市町連携を図り

ました。  

実施

人数

面談実施
人数

受診者数 受診率
市町連携人数

フレ
イル

服薬
歴有

糖尿病重症化予防 63 人 13 人 37 人 58.7％ 1 人

内 糖尿病性腎症重症化予防 26 人 13 人 15 人 57.7％ 0 人

治療中断者 28 人 15 人 10 人 35.7％ 1 人 6 人
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４ フレイル対策事業

(1) 目的

フレイルの概念及び予防の重要性を高齢者及び高齢者にかかわる専門職

等に周知するとともに、効果的な保健事業を先行的に実施することで市町

の体制づくりを支援し、高齢者の生活の質の向上を図ることを目的としま

す。  

(2) 実施状況

① フレイルの概念の普及・啓発

令和５年度は、フレイル（低栄養）予防について広報誌及びホームペ

ージに記事を掲載し、フレイルの概念の普及・啓発に努めるとともに、

フレイル対策の連携のため、市町の高齢者保健事業担当者及び栃木県フ

レイル予防指導者向けの研修会を開催しました。

② フレイル対策保健事業

ａ  対象者選定基準

・令和４年度の健康診査結果において BMI が 20 以下の者で、令和

３年度から２ kg 以上体重が減少している低栄養者

・上記に該当する者のほか広域連合と市町が協議して必要と認めた

被保険者

ｂ 実施結果

令和５年度は、対象者へアンケートを含む通知を送付の上、委託

先である栃木県栄養士会の管理栄養士により、訪問又は電話による

相談・指導を実施しました。

また、アンケート及び保健指導の結果、フレイルの心配がある者に

ついては、情報提供による市町連携を図りました。  

対象

人数

保健指導

実施人数

改善

人数

改善

割合

市町連携人数

アンケート 保健指導

632 人 70 人 23 人 32.9％ 7 人 1 人

＜改善効果判定基準＞

 保健指導の前後における 10 食品群の摂取状況に変化が見られた者

を改善ありと判定しています。  
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５ 健康診査事業

(1) 目的

フ レ イ ル 等 の 高 齢 者 の 特 性 を 踏 ま え た 健 康 状 態 を 総 合 的 に 把 握 す る と

ともに、生活習慣病を早期に発見して重症化を予防し、健康の保持 ･増進、

生活の質の維持・向上を図ることを目的とします。

(2) 実施状況  

実施にあたっては、被保険者の利便性を考慮し、広域連合が全ての市町

に委託して行っています。

(3) 検査項目  

「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」第１条第１項第

１号から第９号まで（腹囲の検査は除く。）に規定する項目に準じ、下記の

項目について実施しています。  

また、フレイル等の高齢者の特性を踏まえた健康状態を把握するための

｢後期高齢者の質問票 ｣を用いた問診を、併せて実施しています。  

区 分 検査項目

質問項目 服薬・既往歴・生活習慣に関する項目、自覚症状等

身体計測 身長、体重、ＢＭＩ、血圧

理学的検査 理学的所見（身体診察）

血液化学検査（脂質） 中性脂肪、ＨＤＬ・ＬＤＬコレステロール

肝機能検査 Ａ Ｓ Ｔ （ Ｇ Ｏ Ｔ ）、 Ａ Ｌ Ｔ （ Ｇ Ｐ Ｔ ）、 γ － Ｇ Ｔ （ γ － Ｇ Ｔ Ｐ ）

血糖検査※ 空腹時血糖、ヘモグロビンＡ１ｃ、随時血糖

尿検査 尿糖、尿蛋白

※空腹時血糖、ヘモグロビンＡ１ｃ、随時血糖のいずれかを実施する。

(4) 受診率の推移

令和３年度 令和４年度 令和５年度

受診者数 66,056 人 72,666 人 77,595 人

受診率 28.4％ 30.2％ 30.5％

６ 歯科健康診査事業

(1) 目的

歯・歯肉の状態や口腔内の衛生状態に問題がある高齢者や、口腔機能の

低下の恐れがある高齢者をスクリーニングし、詳しい検査や治療等につな
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げることで、口腔機能の維持・向上、全身疾患の予防等を実現することを

目的として、年度内１回無料で実施しています。

(2) 実施状況  

実施にあたっては、被保険者の利便性を考慮し、広域連合が市町に委託

して行っています。実施市町数は年々増加しており、令和５年度は 25 市町

中 22 市町で実施されました。  

検査内容 実施市町

基本項目のみ
佐野市、日光市、真岡市、矢板市、那須烏山市、上三川町、 

茂木町、芳賀町  

口腔機能評価

含む  

宇都宮市、足利市、栃木市、鹿沼市、小山市、大田原市、

那須塩原市、下野市、益子町、市貝町、壬生町、野木町、

高根沢町、那須町  

(3) 検査項目

① 基本項目（必須）

「歯牙の状態」、「口腔清掃状態」、「歯周組織の状況」

② 口腔機能評価（必要に応じて実施）

「咀嚼機能」、「舌・口唇機能」、「嚥下機能」

(4) 受診率等の推移

令和３年度 令和４年度 令和５年度

受診者数 1,206 人 1,911 人 4,629 人

受診率 4.33％ 5.63％ 7.36％

実施市町数 17 19 22 

７ 重複・頻回受診者相談・指導事業

(1) 目的

医療機関等に重複・頻回受診している被保険者に対し、保健師等が相談・

指導を実施し、必要な保健指導や福祉サービス等の情報提供を行うことに

より、適正受診の促進及び健康管理に係る意識の向上を図り、医療費の適

正化を推進することを目的とします。  

令和５年度は、広域連合保健師により、対象者へアンケートを含む通知

及び電話による相談・指導を実施しました。  

また、アンケート及び保健指導の結果、フレイルの心配がある者につい

ては、情報提供による市町連携を図りました。  
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(2) 対象者選定基準

① 重複受診者

同一疾病により複数の医療機関等に２か月以上継続して受診している

者で、投薬・注射・処置等治療の重複がある者（医療機関からの紹介及

び検査のための重複受診は除く。）  

② 頻回受診者

１か月における同一医療機関等への受診した日数が、２か月以上継続

して 15 日以上ある者（人工透析、リハビリテーション及び関節注射等に

よる受診は除く。）

(3) 実施結果  

年

度

対 象

区 分
実 施 人 数 改 善 人 数 ① 改 善 割 合

１ か 月 あ た り の  

効 果 額  ②  

[医 療 費 ベ ー ス ] 

１ 人 あ た り の  

効 果 額  ② /①  

[医 療 費 ベ ー ス ] 

市 町

連 携

人 数

２
重 複 15 人 4 人 26.7% 37,473 円 9,368 円 －

頻 回 21 人 6 人 28.6% 21,027 円 3,505 円 －

３
重 複 32 人 10 人 31.3% 249,707 円 24,971 円 7 人

頻 回 40 人 16 人 40.0% 216,617 円 13,538 円 4 人

４
重 複 10 人 7 人 70.0% 8,028 円 1,147 円 2 人

頻 回 4 人 1 人 25.0% 184 円 184 円 1 人

５
重 複 3 人 1 人 33.3% 1,848 円 1,848 円 －

頻 回 25 人 13 人 52.0% 3,389 円 261 円 1 人

＜改善効果判定基準＞

指導前３か月間の受診状況と指導後３か月間の受診状況を比較し、次の

いずれかに該当した場合を効果ありとしています。  

・選定基準に該当しなくなった。

・診療報酬請求額に減額が見られた。

・頻回受診ではあるが、受診日数が減少した。

８ 重複・多剤服薬者相談・指導事業

(1) 目的

多剤・重複投薬の現状を把握し、被保険者や関係者に正しい服薬の知識

を周知するとともに、保健師等が相談・指導を実施することで、必要な保

健指導や福祉サービス等の情報提供を行うことができるよう、保健指導の
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体制を構築することを目的とします。

なお、令和５年度は、広域連合保健師により、２市町に対し文書指導及

び訪問相談・指導、 19 市町に対し文書指導を実施しました。

また、実施の結果、継続した支援が必要と判断された者については、情

報提供による市町連携を図りました。

(2) 対象者選定基準  

同一の効能・効果がある薬剤を複数の医療機関で２か月以上処方されて

いる者かつ１か月につき６剤以上処方されている者

 (3) 実施結果  

区分 実施人数 改善人数 改善割合 市町連携人数

文書指導及び  

訪問相談・指導
25 人 15 人 60.0% ５人

文書指導 210 人 103 人 49.0% 13 人

＜改善効果判定基準＞

指導前３か月間の受診状況と指導後３か月間の受診状況を比較し、診療

報酬請求額に減額が見られた場合を効果ありとしています。  

９ ジェネリック医薬品普及・啓発事業

(1) 目的

ジェネリック医薬品の普及促進を強化し、被保険者の負担軽減及び医療

保険財政の健全化を図ることを目的とします。

(2) 実施状況  

① ジェネリック医薬品希望カード配付事業

令和５年度は、月次年齢到達者の被保険者証に同封するとともに、市

町窓口に設置し啓発に努めました。

② ジェネリック医薬品利用差額通知事業

処方された先発医薬品をジェネリック医薬品に変更した場合、一定金

額以上の負担軽減の可能性がある方へ、参考として年２回通知しました。 

・通知対象者数  令和５年８月： 21,620 人、令和６年２月： 10,101 人  

・抽出条件    令和５年５月・ 11 月調剤分で、投薬期間が１日以上、

変更した際の差額が１薬剤あたり 100 円以上  

・効果測定    年換算で約 4,500 万円の削減（令和５年９月から令和

６年２月までの調剤分において通知対象の先発医薬品

をジェネリック医薬品に切り替えた者に係る薬剤費）
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１０ 医療費通知事業

(1) 目的

被保険者の方に、医療機関等で受けた診療の内容を確認し、健康や医療

に対する理解を深めていただくことを目的に実施しています。

(2) 実施状況  

令和５年７月発送
(令 和 ４ 年 12 月 ～  
令 和 ５ 年 ３ 月 診 療分 ) 

令和５年 11 月発送
(令 和 ５ 年 ４ 月 ～  

７ 月 診 療 分 ) 

令和６年２月発送
(令 和 ５ 年 ８ 月 ～  

11 月 診 療 分 ) 

対象者数 発送数 対象者数 発送数 対象者数 発送数

270,589 人 271,005 通 273,962 人 274,378 通 278,480 人 278,880 通

１１ レセプト点検

(1) 目的

広域連合では、診療報酬の審査支払及び２次点検業務を国保連合会に委

託するとともに、局内において３次点検を実施し、医療費の適正化を図る

ことを目的として実施しています。

(2) 実施状況  

令和５年度は、 27,254 件のレセプトを査定又は返戻しました。

＜再審査請求の状況＞  

区 分

①審査請求 ②審査結果 割合(件数) 

②／①
件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

令 和 ３ 年 度 

２次点検 42,420 7,734,735 20,677 158,670 48.74% 

３次点検 2,316 366,189 1,872 62,014 80.83% 

合 計 44,736 8,100,924 22,549 220,684 50.40% 

令 和 ４ 年 度 

２次点検 39,583 7,345,208 21,953 210,674 55.46% 

３次点検 2,319 412,661 1,884 72,336 81.24% 

合 計 41,902 7,757,869 23,837 283,010 56.89% 

令 和 ５ 年 度 

２次点検 39,936 8,321,351 24,615 226,670 61.64% 

３次点検 3,011 529,536 2,639 94,295 87.65% 

合 計 42,947 8,850,887 27,254 320,965 63.46% 



- 30 -

１２ 療養費患者調査

(1) 目的

療養費（柔道整復師、あん摩・マッサージ指圧師等の施術に係るもの）

の支給申請内容、受療状況等を調査し、支給の適正化を図ることを目的と

して実施しています。

(2) 実施方法  

重複頻回の被保険者が多い施術所や不適切な申請が疑われる施術所等で

受療した被保険者を対象に、必要に応じて文書による調査を実施します。

１３ 長寿・健康増進事業

(1) 目的

 市町が実施する高齢者の健康づくりを推進する事業等に対して、国の特

別調整交付金（長寿・健康増進事業及び後期高齢者医療制度の保険者イン

センティブ）を活用し、その取組を支援することにより、高齢者の特性を

踏まえた多様な事業の実施を推進し、高齢者の健康の保持増進及び生活の

質の維持向上を図ることを目的に実施しています。

(2) 事業実績  

事業分類 交付市町

①健康診査等事業

（人間ドック等に係る事業含）

宇 都 宮 市 ・ 足 利 市・栃 木 市 ・ 佐 野 市 ・  

鹿 沼 市 ・ 日 光 市 ・小山 市 ・ 真 岡 市 ・  

大 田 原 市 ・ 那 須 塩原市 ・ さ く ら 市 ・  

那 須 烏 山 市 ・ 下 野市・ 上 三 川 町 ・ 益 子町・  

茂 木 町 ・ 市 貝 町 ・芳賀 町 ・ 壬 生 町 ・ 野木町 ・

塩 谷 町 ・ 高 根 沢 町・那 須 町 ・ 那 珂 川 町  

②フレイル対策事業

（ 一 体 的 実 施 に 係る事 業 を 除 く ）

足 利 市 ・ 鹿 沼 市 ・日光 市 ・ 真 岡 市 ・ 下野市 ・

上 三 川 町 ・ 芳 賀 町・野 木 町 ・ 塩 谷 町 ・  

高 根 沢 町 ・ 那 須 町・那 珂 川 町  

③一体的実施を推進するための

事業

足 利 市 ・ 栃 木 市 ・佐野 市 ・ 鹿 沼 市 ・ 日光市 ・

小 山 市 ・ 真 岡 市 ・大田 原 市 ・ 矢 板 市 ・  

さ く ら 市 ・ 那 須 烏山市 ・ 芳 賀 町 ・ 野 木町・  

塩 谷 町 ・ 那 須 町  

④ そ の 他 高 齢 者 の 健 康 増 進 の た

め必要と認められる事業
那 須 町
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⑤健康診査等（追加項目）※１

宇 都 宮 市 ・ 足 利 市・栃 木 市 ・ 佐 野 市 ・  

日 光 市 ・ 大 田 原 市・矢 板 市 ・ 那 須 塩 原市・

さ く ら 市 ・ 益 子 町・茂 木 町 ・ 芳 賀 町 ・  

壬 生 町 ・ 野 木 町 ・塩谷 町 ・ 高 根 沢 町 ・

那 須 町 ・ 那 珂 川 町

⑥健康教育・健康相談等

（ヘルスポイント事業含）※１

宇 都 宮 市 ・ 栃 木 市・佐 野 市 ・ 鹿 沼 市 ・  

大 田 原 市 ・ 矢 板 市・那 須 塩 原 市 ・  

那 須 烏 山 市 ・ 下 野市・ 益 子 町 ・ 市 貝 町・

芳 賀 町 ・ 塩 谷 町 ・那須 町 ・ 那 珂 川 町  

⑦その他、被保険者の健康増進の

ために必要と認められる事業

（ は り・き ゅ う 等 利 用 費 助 成 含 ）※１

宇 都 宮 市 ・ 足 利 市・栃 木 市 ・ 佐 野 市 ・

鹿 沼 市 ・ 日 光 市 ・小山 市 ・ 真 岡 市 ・  

大 田 原 市 ・ 茂 木 町・塩 谷 町  

※１  特別調整交付金のうち、長寿・健康増進事業に該当する事業

１４ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施

(1) 目的

広域連合が実施する高齢者の保健事業について、国民健康保険保健事

業及び介護保険制度の地域支援事業と一体的に実施することで、高齢者

の身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえ、効果的かつ効率的で被保

険者の状況に応じたきめ細かな支援を行うことを目的としています。  

(2) 実施状況

高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施は、令和２年度から開始さ

れた事業で、令和５年度は全 25 市町で実施されています。

(3) 実施内容  

 広域連合では、市町に委託して下記の業務を実施するとともに、市町が

業務を実施するに当たり必要な支援を行っています。  

＜企画・調整等に関する業務＞  

①事業の企画・調整等

②ＫＤＢシステム等を活用した地域の健康課題の分析・対象者の把握

③医療関係団体等との連絡調整

＜高齢者に対する支援業務＞

①高齢者に対する個別的支援

・低栄養防止・生活習慣病等の重症化予防の取組

・重複・頻回受診者、重複投薬等への相談・指導の取組
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・健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要なサービスへの接続

②通いの場等への積極的な関与等

＜広域連合が実施する市町への支援＞

①県内の健康課題の把握及び市町への情報提供

②市町の事業の実施や評価を支援するための研修会の開催

③栃木県、栃木県国民健康保険団体連合会及び関係団体等との調整及

び連携

１５ 健康づくり普及・啓発事業

(1) 目的

被保 険 者 一 人 ひ と り の 健康づくりに 関する意識を高め ることを目的

としています。  

（ 2）実施状況

①健康づくり体験談（作文）・健診に関する川柳募集事業の実施

運動・暮らし・生きがい等の健康法とその効果についての作文や、健

診を受 けるこ とへ の関心 を高め健診に行きたくなるような川柳を募集
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し、優秀作品は広域連合のホームページや広報紙等で紹介しました。

・募集期間 令和５年８月１日から９月 29 日

・対  象  者 体験談 後期高齢者医療制度に加入している本県の被保険者

川柳  70 歳以上の方  

・応募件数 体験談 10 件  

川柳  34 件  

・優秀作品 体験談 最優秀賞１件、優秀賞１件、佳作１件、特別賞１件

を表彰  

川柳 最優秀賞１件、優秀賞２件、佳作３件、特別賞１件

を表彰  

②健康特集の発行

健康づくり体験談や川柳の紹介、高齢者の医療制度や保健事業について

のお知らせなどを掲載した新聞別刷を広報紙として発行し、被保険者やそ

の家族に健康に関する情報を広く周知しました。  

・発行日   令和５年８月１日（火）  

・発行部数  29 万部  

・その他   4,000 部を県内市町窓口等に配布

１６ 市町及び関係機関との連携による取組

(1) 目的

市町、栃木県、栃木県国民健康保険団体連合会及び関係機関と連携し、

保健事業を効果的に進めることを目的として実施しています。

(2) 実施状況

①高齢者保健事業推進協議会の開催

・協議会（５月・１月）

・個別検討会（６月・９月・１月）

②高齢者保健事業担当者連絡会議の開催（８月・２月）

※ 県及び国保連合会と共催

③市町ヒアリング（一体的実施に関する取組支援等）の実施

・宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、日光市、小山市、真岡市、

矢板市、さくら市、下野市、市貝町、芳賀町、壬生町、野木町、

高根沢町
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